
予算要求資料
令和2年度6月補正予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業大学校費
	事業名　新農業大学校　ＩＣＴ環境整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　農政部　農業大学校　総務課　電話番号：0574-62-1226
　　　　　　　　　　　E-mail： c24405@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　補正要求額 　50,467　千円（現計予算額：    －  千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	50,467
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	50,467

	決定額
	19,212
	19,212
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　新型コロナウイルス感染症に伴う臨時休業からの再開後、３つの密を回避するためのオンライン授業やオンライン面接等の就職活動に必要となる、校内全体の通信環境と情報端末を整備しＩＣＴ化を図る。また、第２波、第３波に備え、動画やメールで情報を学生や保護者等に迅速に発信するための学校独自のホームページを設置する。
（２）事業内容
新しい生活様式に即したＩＣＴによる学習環境の整備やオンラインによる就職活動のため①校内全体のＷｉ-Ｆｉ接続等の学習環境整備、②情報端末（タブレットＰＣ）等の整備、③ウェブサイト制作・運用管理、④情報機器の整備
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県　１０／１０
（４）類似事業の有無　　　　　無　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,670
	ウェブサイト制作

	備品購入費
	17,442
	情報端末、撮影機器12,296、牛群管理ｼｽﾃﾑ、牛養ｶﾒﾗの整備5,146

	工事請負費
	29,355
	Ｗｉ-Ｆｉ接続環境整備

	合計
	50,467
	


	　決定額の考え方　
・積算を精査し所要額を計上します。
・財源は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・長期構想
　　Ⅱ―２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　　　　　・農業の担い手を育成・確保する
　・ぎふ農業・農村基本計画
　　４-３-１　意欲ある新規就農者の育成・確保
　　　　　　・農業教育での就農等支援
　・岐阜県スマート農業推進計画
　　４　重点施策－（３）技術研修
（２）国・他県の状況
　・岐阜県を含む４２道府県が農業大学校を設置
・隣接県では、岐阜県以外の農業大学校で無線インターネット環境整備済み
（３）後年度の財政負担    
	経費(維持管理)経費･･･構築後の運用開始を10月からで積算

	月額経費
	本年度
	翌年度以降

	Ｗｉ-Ｆｉネットワーク保守
	25
	－
	300

	フィルタリング利用料
	－
	215
	215

	プロバイダ利用料等
	3
	－ 
	36 

	クラウド牛群管理システム
	4.6
	28
	61 

	養牛カメラ
	8
	48 
	96 

	合計
	－
	291
	708


事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　早急に学校内の３つの密を回避する環境を整備するとともに、第２波、第３波に備え、質を落とさず学習の継続ができる体制を整える。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	担い手数育成数
（H28-R2年度累計）
	858人
（H29）
	（H　）
	（H　）
	858人
（H29）
	2,000人
（R2）
	42.9％

	うち新規就農者数
（H28-R2年度累計）
	200人
（H29）
	（H　）
	（H　）
	200人
（H29）
	600 人
（R2）
	33.3％


○指標を設定することができない場合の理由
	新型コロナウイルス感染症による緊急対応のため



（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　該当なし


（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　
　該当なし



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
　○

	新型コロナウイルス感染症の影響により新しい生活様式を即したオンライン授業により学習時間を確保できることは極めて重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
オンライン授業による学習時間を早急に確保する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　新型コロナウイルス感染症対策をはじめ、災害時、休暇期間中を含め学生との双方向性のやりとりができるツールとして継続使用する。ホームページから発信する継続的な情報との相乗効果により入学学生を確保する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	　スマート農業高度化推進事業費
【農業経営課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	　温室や牛舎に整備するスマート農業機器と本事業のＩＴＣ環境、情報端末を合わせ活用することで、学習効果を高めることが可能


1
－ 1 －

